
 

＜ 施設園芸農業者の皆さまへ ＞ 

 

園芸施設共済の補償が 

拡充されます！！ 
 

 

自然災害等により被災した園芸施設を再建し、速やかに農業経営の継続が図

られるよう、園芸施設共済の補償が拡充されます。 

重大な気象災害等により被災した園芸施設の復旧等を支援する被災農業者

向け経営体育成支援事業の実施は、過去に例のないような甚大な気象災害が発

生した場合に限られることから、施設園芸農業者の皆さまにあっては、自然災

害等に備えて、災害対策の基本となる園芸施設共済に加入することをお勧めし

ます。 

※補償が拡充された新しい園芸施設共済に加入を希望される方は、当組合等へ

ご連絡ください。 

 

補償拡充の主なポイント 

○耐用年数の見直し 

パイプハウスの場合は ５年 → １０年 

   ○耐用年数経過後の補償価額の引上げ 

       再建築価額の２０％ → 再建築価額の５０％ 

   ○農家選択により、次のとおり補償を追加することができます。 

① 復旧費用          （国庫負担なし） 

② 撤去費用対象施設の拡充   （国庫負担あり） 

 

   ※この補償の拡充に伴い、共済掛金等も変わります。 
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園芸施設共済の補償の拡充 

 

 

（１）耐用年数の見直し 

施設本体と附帯施設の耐用年数が下記の通り見直しされました。 

パイプハウスは、耐用年数が２倍になり補償金額が増加しました。 

施設区分 
見直し 

差 
前 後 

ガラス室Ⅰ類（木造） １０年 ５年 △５年 

ガラス室Ⅱ類（鉄骨） １５年 １４年 △１年 

プラスチックハウスⅠ類（木竹） ５年 ５年 ±０年 

プラスチックハウスⅡ類（パイプ） ５年 １０年 ＋５年 

プラスチックハウスⅢ類（簡易鉄骨） ７年 １４年 ＋７年 

プラスチックハウスⅣ類・Ⅴ類・Ⅶ類 １５年 １４年 △１年 

附帯施設 ５年 ７年 ＋２年 

 

（２）補償価額の引上げ 

   施設本体と附帯施設の耐用年数経過後の補償価額を再建築価額の２０％から

５０％に引き上げることにより補償金額が増加します。 

 

 

 

１の時価ベースの補償の拡充に加えて、農家の選択により、更に大きな補償が受

けられます。 

① 耐用年数内の施設の補償価額は、再建築価額の１００％。 

② 耐用年数経過後の施設の補償価額は、再建築価額の７５％。 

注１：追加部分の共済掛金の全額を農家に負担していただきます。 

注２：追加部分の共済金は、施設本体及び附帯施設を復旧した場合に支払います。 

注３：裏面の試算表内の時価ベース補償に復旧費用（農家選択）を追加した場合欄の 

『調整率（追加部分）』の部分 

 

 

 

現在、撤去費用の対象となっていないパイプハウスも撤去費用の補償対象に追加

されます（農家選択）。 

１．時価ベースの補償の拡充 

２．農家選択による補償の追加（復旧費用） 

３．撤去費用の対象の拡充 



＜パイプハウスの場合＞ 

注：共済金は補償価額の８割が上限 

 現行の補償  

 

 

 

 

 

 時価ベースの補償の拡充（耐用年数の見直しと補償価額の引上げ） 

 

 

 

 

 農家選択による補償の追加  

 

 

 

年 

（経過年数） 

年 

（経過年数） 

耐用年数１０年 

耐用年数５年 

耐用年数後の補償価額は２０％ 

時価ベースの補償の拡充部分 

年 

（経過年数） 

耐用年数内の補償価額は１００％ 

農家選択による補償の

追加部分（復旧費用） 

耐用年数後の補

償価額７５％ 

耐用年数後の補

償価額５０％ 

時価ベースの補償 

時価ベースの補償 

時価ベースの補償 

時価ベースの補償の拡充部分 

％ 

％ 

％ 

（
補
償
価
額
） 

％ 

（
補
償
価
額
） 

％ 

（
補
償
価
額
） 



■試算前提

　①本体の再建築価額：1,800千円（1,800円/㎡）　②被覆材再取得価額：383千円（180円/㎡）　③撤去費用価額：290千円（290円/㎡）

　④共済掛金率：時価ベース部分2.276％（1/2の国庫負担あり）、復旧費用1.018％（国庫負担なし）、撤去費用0.324％（1/2の国庫負担あり）

時価ベースの補
償の引上げ後

復旧費用の追加
後（農家選択）

 撤去費用
（農家選択）

時価ベースの補
償の引上げ後

復旧費用の追加
後（農家選択）

 撤去費用
（農家選択）

補償価額① 743千円 1,733千円 2,183千円 290千円 743千円 1,283千円 1,733千円 290千円

360千円 1,350千円 1,800千円 290千円 360千円 900千円 1,350千円 290千円

再建築価額の20％ （現行の3.75倍） ※再建築価額
100％

再建築価額の20％ （現行の2.5倍） ※再建築価額
75％

共済掛金等（農家の負担） 7,820円 18,260円 22,570円 790円 7,820円 13,520円 17,830円 790円

共済金（全損の場合）
※補償価額①×80％

594千円 1,386千円 1,746千円 232千円 594千円 1,026千円 1,386千円 232千円

　　　　　　　　　うち本体

見直し後

現行

見直し後

園芸施設共済に係る補償内容の試算例（プラスチックハウスⅡ類）　　　　　　

○パイプハウスの場合（1,000㎡、１９mmパイプ、一般軟質フィルム0.1mm（1年未満））　　　責任期間：12か月間　　　　　　　共済金は補償価額の８割が上限

※被覆材の補償は従前と変更なし

設置してから５年以上６年未満の施設 設置してから１０年以上の施設

（従来の耐用年数の最終年の場合） （拡充後の耐用年数経過後の場合）

現行


